






ビジネスを中心とする多種多様な法分野において、依頼者に的確なリーガルサービスを提供いたします。


	
	
			日本語
	English
	中文(簡体)


	


	日本語
	English
	中文(簡体)











	









[image: 隼あすか法律事務所]



[image: ]
[image: ]




	日本語
	English
	中文(簡体)














	事務所概要
	グローバルネットワーク
	人員構成
	アクセス



	業務分野
	一般企業法務・渉外取引法務
	危機管理・不祥事対応
	事業再生・強化、倒産処理
	ファイナンス・不動産
	知的財産権・エンターテイメント
	労働関係
	情報技術（IT）・情報通信
	組織再編・M&A
	訴訟・仲裁等
	事業承継・相続・家族問題
	PPP / PFI・官民連携
	太陽光・再生可能エネルギー
	スポーツ
	税務サービス



	サービス
	X（旧ツイッター）をご利用されている皆様へ
	法律顧問
	M&A・事業承継



	弁護士等紹介
	出版物/論文等
	書籍
	論文
	ニュースレター



	講演会/セミナー
	コラム
	採用情報
	若手弁護士採用
	新人弁護士採用
	経験弁護士採用



	お問い合わせ
	隼飞鸟法律事务所



    







[image: 隼あすか法律事務所]



	事務所概要
	グローバルネットワーク
	人員構成
	アクセス



	業務分野
	一般企業法務・渉外取引法務
	危機管理・不祥事対応
	事業再生・強化、倒産処理
	ファイナンス・不動産
	知的財産権・エンターテイメント
	労働関係
	情報技術（IT）・情報通信
	組織再編・M&A
	訴訟・仲裁等
	事業承継・相続・家族問題
	PPP / PFI・官民連携
	太陽光・再生可能エネルギー
	スポーツ
	国際税務



	サービス
	X（旧ツイッター）をご利用されている皆様へ
	法律顧問
	M&A・事業承継



	弁護士等紹介
	出版物/論文等
	書籍
	論文
	ニュースレター



	講演会/セミナー
	コラム
	採用情報
	若手弁護士採用
	新人弁護士採用
	経験弁護士採用



	お問い合わせ



	
	
	
	MENU

	
		メニューを飛ばす
	


	事務所概要
	グローバルネットワーク
	人員構成
	アクセス



	業務分野
	一般企業法務・渉外取引法務
	危機管理・不祥事対応
	事業再生・強化、倒産処理
	ファイナンス・不動産
	知的財産権・エンターテイメント
	労働関係
	情報技術（IT）・情報通信
	組織再編・M&A
	訴訟・仲裁等
	事業承継・相続・家族問題
	PPP / PFI・官民連携
	太陽光・再生可能エネルギー
	スポーツ
	税務サービス



	サービス
	X（旧ツイッター）をご利用されている皆様へ
	法律顧問
	M&A・事業承継



	弁護士等紹介
	出版物/論文等
	書籍
	論文
	ニュースレター



	講演会/セミナー
	コラム
	採用情報
	若手弁護士採用
	新人弁護士採用
	経験弁護士採用



	お問い合わせ







	

	










    
    
        
            	[image: ]
	[image: ]
	[image: ]
	[image: ]


        

        
    


[image: ]
[image: ]
[image: ]









NEWS & TOPICS









	HOME » 
	NEWS & TOPICS






	


	
	
					
		
		
	
			
	
									

	
	
	木下達彦弁護士が2023年10月7日に、日本公認会計士協会千葉会において、「ハラスメントをめぐる法的実務」と題する研修会の講師を務めました。
		

	
	2024年01月24日
セミナー
	



木下達彦弁護士が2023年10月7日に、日本公認会計士協会千葉会において、「ハラスメントをめぐる法的実務」と題する研修会の講師を務めました。



木下達彦弁護士が2023年10月7日に、日本公認会計士協会千葉会において、「ハラスメントをめぐる法的実務」と題する研修会の講師を務めました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	髙橋華奈子弁護士(76期)が参加しました。
		

	
	2024年01月10日
ニュース
	



髙橋華奈子弁護士(76期)が参加しました。



髙橋華奈子弁護士(76期)が参加しました。




髙橋華奈子




	
	

	
		

							

	
	
	台湾の誠遠商務外国法事務弁護士事務所(Eternity Law Firm)と戦略的提携を開始しました。
		

	
	2024年01月01日
ニュース
	



台湾の誠遠商務外国法事務弁護士事務所(Eternity Law Firm)と戦略的提携を開始しました。



弊事務所は、さらなるグローバルネットワークの強化の一環として、台湾の誠遠商務外国法事務弁護士事務所(Eternity Law Firm)の東京進出を全面的に支援し、戦略的提携を開始しました。

クライアントの皆様の台湾進出や企業間取引等をより円滑にバックアップできる体制を整えました。

何卒、倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、一同心よりお願い申し上げます。








	
	

	
		

							

	
	
	77期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。
		

	
	2023年12月25日
ニュース
	



77期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。



77期司法修習予定者事務所訪問の受付は終了いたしました。








	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜隔週週休２日制等の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年12月号』に掲載されました。
		

	
	2023年11月10日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜隔週週休２日制等の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年12月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜隔週週休２日制等の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年12月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	多田光毅弁護士が、パーソルキャリア株式会社主催のオンラインセミナー「実事例に学ぶ、採用後の「労務・退職・解雇トラブル」の対応方法と予防策」において、講師を務めました。
		

	
	2023年10月20日
ニュース
	



多田光毅弁護士が、パーソルキャリア株式会社主催のオンラインセミナー「実事例に学ぶ、採用後の「労務・退職・解雇トラブル」の対応方法と予防策」において、講師を務めました。



多田光毅弁護士が、パーソルキャリア株式会社主催のオンラインセミナー「実事例に学ぶ、採用後の「労務・退職・解雇トラブル」の対応方法と予防策」において、講師を務めました。

同セミナーは、以下申し込みをすることにより、動画視聴をすることができます。

「労務・退職・解雇トラブル」の具体的な対応方法(多田 光毅 氏)｜doda中途採用をお考えの法人様へ (saiyo-doda.jp)




多田光毅




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜１週間を変形期間とする方法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年11月号』に掲載されました。
		

	
	2023年10月16日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜１週間を変形期間とする方法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年11月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜１週間を変形期間とする方法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年11月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	77期司法修習予定生事務所訪問に関する情報を更新しました。
		

	
	2023年09月27日
ニュース
	



77期司法修習予定生事務所訪問に関する情報を更新しました。



77期司法修習予定生事務所訪問に関する情報を更新しました。








	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜完全週休2日制の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年10月号』に掲載されました。
		

	
	2023年09月11日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜完全週休2日制の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年10月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜完全週休2日制の場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年10月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	大倉丈明弁護士が復帰しました。
		

	
	2023年09月04日
ニュース
	



大倉丈明弁護士が復帰しました。



大倉丈明弁護士が復帰しました。




大倉丈明




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜長期の休日の取得」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年9月号』に掲載されました。
		

	
	2023年08月16日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜長期の休日の取得」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年9月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜長期の休日の取得」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年9月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜選択的週休３日制」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年8月号』に掲載されました。
		

	
	2023年07月14日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜選択的週休３日制」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年8月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜選択的週休３日制」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年8月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜全国的に労働条件を統一しつつ、事業所の現状に応じて柔軟に運用したい場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年7月号』に掲載されました。
		

	
	2023年06月28日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜全国的に労働条件を統一しつつ、事業所の現状に応じて柔軟に運用したい場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年7月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「変形労働時間制の具体的な実務での使い方〜全国的に労働条件を統一しつつ、事業所の現状に応じて柔軟に運用したい場合」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年7月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	坂下良治弁護士が、台湾の誠遠商務法律事務所主催の対日投資セミナー「2023日本移民與不動産投資座談會」においてスピーカーを務めます。
		

	
	2023年06月07日
セミナー
	



坂下良治弁護士が、台湾の誠遠商務法律事務所主催の対日投資セミナー「2023日本移民與不動産投資座談會」においてスピーカーを務めます。



	概要	坂下良治弁護士が、台湾の誠遠商務法律事務所主催の対日投資セミナー「2023日本移民與不動産投資座談會」においてスピーカーを務めます。
	日時	2023年6月9日　午前9：00～午前11：40（現地時間）
	会場	シェラトングランド台北ホテル（台北喜來登大飯店）

台湾台北市忠孝東路1段12號
	スピーカー	坂下良治弁護士
	発表内容	「日本への不動産投資における法務上の留意点」
	言語	日本語（中国語翻訳付き）
	詳細	[image: ]






坂下良治




	
	

	
		

							

	
	
	高松薫弁護士と坂下良治弁護士が、台湾の国立台北商業大学主催、誠遠商務法律事務所共催の「2023対日貿易投資架構興実務操作国際研討会」においてスピーカーを務めます。
		

	
	2023年06月07日
セミナー
	



高松薫弁護士と坂下良治弁護士が、台湾の国立台北商業大学主催、誠遠商務法律事務所共催の「2023対日貿易投資架構興実務操作国際研討会」においてスピーカーを務めます。



	概要	高松薫弁護士と坂下良治弁護士が、台湾の国立台北商業大学主催、誠遠商務法律事務所共催の「2023対日貿易投資架構興実務操作国際研討会」においてスピーカーを務めます。
	日時	2023年6月8日　午前9：00〜午後4:30（現地時間）
	会場	国立台北商業大学

台湾台北市中正區濟南路一段321號
	スピーカー	高松薫弁護士、坂下良治弁護士
	発表内容	「対日投資の法務のポイント−投資審査・営業許可・在留資格を中心に−」
	言語	日本語（中国語翻訳付き）
	詳細	2023台日貿易投資架構與實務操作國際研討會 | ACCUPASS






高松薫
坂下良治




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「被害者から事実調査や処罰に関する希望がない場合のハラスメント対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年4月号』に掲載されました。
		

	
	2023年03月20日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「被害者から事実調査や処罰に関する希望がない場合のハラスメント対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年4月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「被害者から事実調査や処罰に関する希望がない場合のハラスメント対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年4月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	多田光毅弁護士が、2023年1月27日、外資系サプリメント供給企業において、健康食品に関する食品表示法、薬機法、健康増進法、景品表示法等の規制法令・通達に関する研修会の講師を務めました。
		

	
	2023年02月06日
セミナー
	



多田光毅弁護士が、2023年1月27日、外資系サプリメント供給企業において、健康食品に関する食品表示法、薬機法、健康増進法、景品表示法等の規制法令・通達に関する研修会の講師を務めました。



多田光毅弁護士が、2023年1月27日、外資系サプリメント供給企業において、健康食品に関する食品表示法、薬機法、健康増進法、景品表示法等の規制法令・通達に関する研修会の講師を務めました。




多田光毅




	
	

	
		

							

	
	
	生井佳代弁護士(74期)が参加しました。
		

	
	2023年02月06日
ニュース
	



生井佳代弁護士(74期)が参加しました。



生井佳代弁護士(74期)が参加しました。




生井佳代




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が２０２２年１０月１９日に、静岡県社会保険労務士会浜松支部において、「社労士として知っておきたい、ハラスメント相談窓口の実務〜具体的なケースから見る、企業に求められる対応のポイント」と題する研修会の講師を務めました。
		

	
	2023年01月24日
セミナー
	



木下達彦弁護士が２０２２年１０月１９日に、静岡県社会保険労務士会浜松支部において、「社労士として知っておきたい、ハラスメント相談窓口の実務〜具体的なケースから見る、企業に求められる対応のポイント」と題する研修会の講師を務めました。



木下達彦弁護士が２０２２年１０月１９日に、静岡県社会保険労務士会浜松支部において、「社労士として知っておきたい、ハラスメント相談窓口の実務〜具体的なケースから見る、企業に求められる対応のポイント」と題する研修会の講師を務めました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「不当な寄付勧誘や借入等による資金調達の要求等、「社内勧誘」禁止の実務と法的留意点」と題する記事が日本法令ビジネスガイド2023年2月号に掲載されました。
		

	
	2023年01月24日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「不当な寄付勧誘や借入等による資金調達の要求等、「社内勧誘」禁止の実務と法的留意点」と題する記事が日本法令ビジネスガイド2023年2月号に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「不当な寄付勧誘や借入等による資金調達の要求等、「社内勧誘」禁止の実務と法的留意点」と題する記事が日本法令ビジネスガイド2023年2月号に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「奨学金返還支援（代理返還）制度導入の法的留意点〜税・社会保険の取扱い、規程作成上の注意点等〜」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年1月号』に掲載されました。
		

	
	2023年01月24日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「奨学金返還支援（代理返還）制度導入の法的留意点〜税・社会保険の取扱い、規程作成上の注意点等〜」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年1月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「奨学金返還支援（代理返還）制度導入の法的留意点〜税・社会保険の取扱い、規程作成上の注意点等〜」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2023年1月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	沖彩乃弁護士(75期)が参加しました。
		

	
	2023年01月05日
ニュース
	



沖彩乃弁護士(75期)が参加しました。



沖彩乃弁護士(75期)が参加しました。




沖彩乃




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】ANOWA等の文字から構成されるロゴタイプの著作物性（東京地方裁判所民事第40部令和3年12月24日判決）」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年12月28日
コラム
	



金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】ANOWA等の文字から構成されるロゴタイプの著作物性（東京地方裁判所民事第40部令和3年12月24日判決）」と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】ANOWA等の文字から構成されるロゴタイプの著作物性（東京地方裁判所民事第40部令和3年12月24日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
廣原良哉




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が、2022年12月3日及び4日に、法務省及び国連薬物犯罪事務所によって開催された「第２回法遵守の文化のためのグローバルユースフォーラム」において、オンラインでの虐め問題を巡る議論のモデレータ役を務めました。
		

	
	2022年12月28日
セミナー
	



鈴木康之弁護士が、2022年12月3日及び4日に、法務省及び国連薬物犯罪事務所によって開催された「第２回法遵守の文化のためのグローバルユースフォーラム」において、オンラインでの虐め問題を巡る議論のモデレータ役を務めました。



鈴木康之弁護士が、2022年12月3日及び4日に、法務省及び国連薬物犯罪事務所によって開催された「第２回法遵守の文化のためのグローバルユースフォーラム」において、オンラインでの虐め問題を巡る議論のモデレータ役を務めました。

法遵守の文化のためのグローバルユースフォーラムについては、以下のリンクをご参照ください。

https://www.moj.go.jp/Implementing_the_Kyoto_Declaration/col_yf/index.html




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が、2022年11月21日に、AIに関する官民国際連携組織の年次総会であるGPAIで、「日本におけるAIに関する法律と倫理」というセッションでスピーカーを務め、日本でAIに関する法倫理が問題となった事例について解説しました。
		

	
	2022年12月28日
セミナー
	



鈴木康之弁護士が、2022年11月21日に、AIに関する官民国際連携組織の年次総会であるGPAIで、「日本におけるAIに関する法律と倫理」というセッションでスピーカーを務め、日本でAIに関する法倫理が問題となった事例について解説しました。



鈴木康之弁護士が、2022年11月21日に、AIに関する官民国際連携組織の年次総会であるGPAIで、「日本におけるAIに関する法律と倫理」というセッションでスピーカーを務め、日本でAIに関する法倫理が問題となった事例について解説しました。

GPAIについては、以下のリンクをご参照下さい。

https://gpai.ai/




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	76期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。
		

	
	2022年11月04日
ニュース
	



76期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。



76期司法修習予定者事務所訪問の受付は終了いたしました。








	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「第三者のSNS等で従業員の問題行動が発覚したときの対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年11月号』に掲載されました。
		

	
	2022年10月17日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「第三者のSNS等で従業員の問題行動が発覚したときの対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年11月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「第三者のSNS等で従業員の問題行動が発覚したときの対応」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年11月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、岩田貴鈴弁護士が「【判例コラム】民事執行法第68条にいう「債務者」とは（最高裁判所第1小法廷令和3年6月21日決定）と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年09月16日
コラム
	



金子典正弁護士、岩田貴鈴弁護士が「【判例コラム】民事執行法第68条にいう「債務者」とは（最高裁判所第1小法廷令和3年6月21日決定）と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士、岩田貴鈴弁護士が「【判例コラム】民事執行法第68条にいう「債務者」とは（最高裁判所第1小法廷令和3年6月21日決定）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
岩田貴鈴




	
	

	
		

							

	
	
	ツイッターをご利用されている皆様へ
		

	
	2022年09月12日
ニュース
	



ツイッターをご利用されている皆様へ







多田光毅




	
	

	
		

							

	
	
	76期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。
		

	
	2022年08月16日
ニュース
	



76期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。



76期司法修習予定者事務所訪問に関する情報を更新しました。








	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、安部光陽弁護士が「【判例コラム】偽造された計算関係書類と会計限定監査役の任務懈怠責任（最高裁第二小法廷令和3年7月19日判決）」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年08月15日
コラム
	



金子典正弁護士、安部光陽弁護士が「【判例コラム】偽造された計算関係書類と会計限定監査役の任務懈怠責任（最高裁第二小法廷令和3年7月19日判決）」と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士、安部光陽弁護士が「【判例コラム】偽造された計算関係書類と会計限定監査役の任務懈怠責任（最高裁第二小法廷令和3年7月19日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
安部光陽




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「カスハラ対策マニュアル等を踏まえた企業の安全配慮義務」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年8月号』に掲載されました。
		

	
	2022年07月11日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「カスハラ対策マニュアル等を踏まえた企業の安全配慮義務」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年8月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「カスハラ対策マニュアル等を踏まえた企業の安全配慮義務」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年8月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	弁護士木下達彦と弁護士坂下良治が、インディードの「組織再編の5つの種類と、必要な手続きとは」の記事について取材に協力いたしました。
		

	
	2022年06月23日
ニュース
	



弁護士木下達彦と弁護士坂下良治が、インディードの「組織再編の5つの種類と、必要な手続きとは」の記事について取材に協力いたしました。



弁護士木下達彦と弁護士坂下良治が、インディードの「組織再編の5つの種類と、必要な手続きとは」の記事について取材に協力いたしました。

https://jp.indeed.com/hire/c/info/five-types-of-corporate-reorganization-and-the-required-procedures




木下達彦
坂下良治




	
	

	
		

							

	
	
	2022年6月9日、多田光毅弁護士が、グローバルIT弁護士ネットワークであるLexing Networkにおいて、“Data Protection in Japan, Some Key Features”と題する講演を行いました。
		

	
	2022年06月17日
ニュース
	



2022年6月9日、多田光毅弁護士が、グローバルIT弁護士ネットワークであるLexing Networkにおいて、“Data Protection in Japan, Some Key Features”と題する講演を行いました。



2022年6月9日、多田光毅弁護士が、グローバルIT弁護士ネットワークであるLexing Networkにおいて、“Data Protection in Japan, Some Key Features”と題する講演を行いました。

弁護士多田光毅：https://www.halaw.jp/koki-tada/




多田光毅




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】滞納処分の基礎となる租税が遡及的に消滅した場合の過納金の計算方法 （最高裁判所第3小法廷令和3年6月22日判決）と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年06月15日
コラム
	



金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】滞納処分の基礎となる租税が遡及的に消滅した場合の過納金の計算方法 （最高裁判所第3小法廷令和3年6月22日判決）と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士、廣原良哉弁護士が「【判例コラム】滞納処分の基礎となる租税が遡及的に消滅した場合の過納金の計算方法 （最高裁判所第3小法廷令和3年6月22日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
廣原良哉




	
	

	
		

							

	
	
	安部光陽弁護士(73期)が参加しました。
		

	
	2022年06月13日
ニュース
	



安部光陽弁護士(73期)が参加しました。



安部光陽弁護士(73期)が参加しました。




安部光陽




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、石井奏弁護士が「【判例コラム】懲罰的損害賠償部分が含まれる外国裁判所の判決に関する最新判断（最高裁判所第3小法廷令和3年5月25日判決）」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年05月16日
コラム
	



金子典正弁護士、石井奏弁護士が「【判例コラム】懲罰的損害賠償部分が含まれる外国裁判所の判決に関する最新判断（最高裁判所第3小法廷令和3年5月25日判決）」と題するコラムを執筆しました。


金子典正弁護士、石井奏弁護士が「【判例コラム】懲罰的損害賠償部分が含まれる外国裁判所の判決に関する最新判断（最高裁判所第3小法廷令和3年5月25日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
石井奏




	
	

	
		

							

	
	
	廣原 良哉弁護士(74期)が参加しました。
		

	
	2022年05月09日
ニュース
	



廣原 良哉弁護士(74期)が参加しました。



廣原 良哉弁護士(74期)が参加しました。




廣原良哉




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士が「【知財判例コラム】マツモトキヨシ事件（知財高裁令和3年8月30日判決）と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年04月08日
コラム
	



金子典正弁護士が「【知財判例コラム】マツモトキヨシ事件（知財高裁令和3年8月30日判決）と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士が「【知財判例コラム】マツモトキヨシ事件（知財高裁令和3年8月30日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が、2022年3月28日に、東京税理士会豊島支部の研修会で講師を務め、「民法（債権法）改正と契約実務」というテーマについて解説しました。
		

	
	2022年04月04日
セミナー
	



鈴木康之弁護士が、2022年3月28日に、東京税理士会豊島支部の研修会で講師を務め、「民法（債権法）改正と契約実務」というテーマについて解説しました。



鈴木康之弁護士が、2022年3月28日に、東京税理士会豊島支部の研修会で講師を務め、「民法（債権法）改正と契約実務」というテーマについて解説しました。




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「改正法施行直前チェック　公益通報者保護法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年4月号』に掲載されました。
		

	
	2022年03月15日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「改正法施行直前チェック　公益通報者保護法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年4月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「改正法施行直前チェック　公益通報者保護法」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年4月号』に掲載されました。　




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が一部執筆を担当した、「金融機関からみた事業再生・企業倒産」（出版：一般社団法人金融財政事情研究会）が発刊されました。
		

	
	2022年03月15日
ニュース
	



鈴木康之弁護士が一部執筆を担当した、「金融機関からみた事業再生・企業倒産」（出版：一般社団法人金融財政事情研究会）が発刊されました。



鈴木康之弁護士が一部執筆を担当した、「金融機関からみた事業再生・企業倒産」（出版：一般社団法人金融財政事情研究会）が発刊されました。




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が、組織内部の不正行為の防止体制に関して解説をした記事が、企業の法務担当者向けの情報メディアであるLegal Hackに掲載されました。
		

	
	2022年03月09日
論文
	



鈴木康之弁護士が、組織内部の不正行為の防止体制に関して解説をした記事が、企業の法務担当者向けの情報メディアであるLegal Hackに掲載されました。



鈴木康之弁護士が、組織内部の不正行為の防止体制に関して解説をした記事が、企業の法務担当者向けの情報メディアであるLegal Hackに掲載されました。




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	鈴木康之弁護士が、2022年2月21日に、ジェトロ東京等の主催する「中小企業の海外進出 —冒認商標・模倣品対策の観点から—」というウェビナーでスピーカーを務め、海外で模倣品が発見された場合の対応策について解説しました。
		

	
	2022年03月09日
セミナー
	



鈴木康之弁護士が、2022年2月21日に、ジェトロ東京等の主催する「中小企業の海外進出 —冒認商標・模倣品対策の観点から—」というウェビナーでスピーカーを務め、海外で模倣品が発見された場合の対応策について解説しました。



鈴木康之弁護士が、2022年2月21日に、ジェトロ東京等の主催する「中小企業の海外進出 —冒認商標・模倣品対策の観点から—」というウェビナーでスピーカーを務め、海外で模倣品が発見された場合の対応策について解説しました。




鈴木康之




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が「【労働判例コラム】有期雇用契約の更新限度条項・不更新条項に関する近時の裁判例の検討」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年03月03日
コラム
	



木下達彦弁護士が「【労働判例コラム】有期雇用契約の更新限度条項・不更新条項に関する近時の裁判例の検討と題するコラムを執筆しました。



木下達彦弁護士が「【労働判例コラム】有期雇用契約の更新限度条項・不更新条項に関する近時の裁判例の検討」と題するコラムを執筆しました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	「木下達彦弁護士が、2022年3月2日に、日本法令主催にて「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題するオンラインセミナーを行います。
		

	
	2022年02月28日
セミナー
	



木下達彦弁護士が、2022年3月2日に、日本法令主催にて「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題するオンラインセミナーを行います。



木下達彦弁護士が、2022年3月2日に、日本法令主催にて「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題するオンラインセミナーを行います。ご興味のある方は以下のURLからお申し込みください。

https://www.horei.co.jp/iec/seminars/view/543.html




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年3月号』に掲載されました。
		

	
	2022年02月14日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年3月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「パワハラ防止法完全施行　相談対応マニュアル＆直前チェックポイント」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年3月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	滝口博一弁護士が「【会社法コラム】D＆O保険（役員等賠償責任保険）と会社補償契約：施行前後で確認すべきPoint」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年02月09日
コラム
	



滝口博一弁護士が「【会社法コラム】D＆O保険（役員等賠償責任保険）と会社補償契約：施行前後で確認すべきPoint」と題するコラムを執筆しました。



滝口博一弁護士が「【会社法コラム】D＆O保険（役員等賠償責任保険）と会社補償契約：施行前後で確認すべきPoint」と題するコラムを執筆しました。




滝口博一




	
	

	
		

							

	
	
	木下達彦弁護士が執筆した「多額の賃金過払いが発覚した場合の返済のさせ方」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年2月号』に掲載されました。
		

	
	2022年02月02日
論文
	



木下達彦弁護士が執筆した「多額の賃金過払いが発覚した場合の返済のさせ方」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年2月号』に掲載されました。



木下達彦弁護士が執筆した「多額の賃金過払いが発覚した場合の返済のさせ方」と題する記事が、日本法令『ビジネスガイド2022年2月号』に掲載されました。




木下達彦




	
	

	
		

							

	
	
	金子典正弁護士、石井奏弁護士、岡野椋介弁護士が「【判例コラム】社債に対する利息制限法の適用（最高裁第三小法廷令和3年1月26日判決）」と題するコラムを執筆しました。
		

	
	2022年01月17日
コラム
	



金子典正弁護士、石井奏弁護士、岡野椋介弁護士が「【判例コラム】社債に対する利息制限法の適用（最高裁第三小法廷令和3年1月26日判決）」と題するコラムを執筆しました。



金子典正弁護士、石井奏弁護士、岡野椋介弁護士が「【判例コラム】社債に対する利息制限法の適用（最高裁第三小法廷令和3年1月26日判決）」と題するコラムを執筆しました。




金子典正
石井奏
岡野椋介
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役職から探す

	パートナー弁護士

 	

	カウンセル弁護士等
	アソシエイト弁護士
	その他専門職員
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	あ行


	か行
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	た行


	な行
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	ま行


	や行


	ら行


	わ行
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東京都千代田区霞が関3丁目2番5号 霞が関ビル4階

TEL：03-3595-7070

FAX：03-3595-7105 
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